
(単位　円)

学生生徒等納付金 1,247,204,000 1,256,341,976 △ 9,137,976

手数料 9,580,000 12,208,595 △ 2,628,595

寄付金 16,100,000 18,791,382 △ 2,691,382

経常費等補助金 341,115,000 398,396,070 △ 57,281,070

付随事業収入 55,427,000 39,824,450 15,602,550

雑収入 64,020,371 81,070,168 △ 17,049,797

教育活動収入計 1,733,446,371 1,806,632,641 △ 73,186,270

人件費 889,929,250 918,420,754 △ 28,491,504

教育研究経費 523,695,000 538,261,725 △ 14,566,725

管理経費 307,037,700 330,503,845 △ 23,466,145

徴収不能額等 0 17,665 △ 17,665

教育活動支出計 1,720,661,950 1,787,203,989 △ 66,542,039

　　教育活動収支差額 12,784,421 19,428,652 △ 6,644,231

■　事業活動収支計算書の概要

事業活動収支計算書

2017（平成29）年度の法人全体の事業活動収入合計額は、1,839.5百万円と予算を84.0百万円上回る結果となりました。要
因は、ほぼすべての科目で収入額を上回ったためです。
学生生徒等納付金収入が予算比9.1百万円増加しました。手数料収入が2.6百万円増加しました。これは、大学志願者数が増
加したためです。
補助金は57.3百万円増加しました。これは、経常費補助金が38.2百万円増加、改革総合支援事業の交付金収入19.1百万円増
加が主な要因です。雑収入が17.0百万円増加しました。これは私学教育振興財団からの交付金1.2百万円、私立大学等退職
金財団からの交付金31.7百万円が増加し、その他の雑収入15.8百万円減が主な要因です。
特別収入では、現物寄付1.2百万円、ＩＴ教育設備整備推進事業費5.4百万円、理科教育設備等補助金3.2百万円が主な要因
です。
一方、法人全体の事業活動支出の部合計は2,052.4百万円となりました。これは、予算と比較すると313.8百万円増加してい
ます。ほぼすべての科目で支出額が予算を上回りました。
人件費は28.5百万円増加しました。これは、退職者の増加による退職金29.1百万円増加が主な要因です。
教育研究経費が14.6百万円増加しました。これは、中学校・高等学校体育館・大学本館などの修理に伴い消耗品の増加3.3
百万円、修繕費は21.1百万円減少。奨学金は4.9百万円増加、オーストラリア留学、セブ島語学研修他に伴う報酬委託料増
加18.5百万円、キャリア支援プログラム他に伴う委託費用の増加4.2百万円、啓明大学他現地に係る研修費の増加4.6百万円
が主な要因です。管理経費が23.5百万円増加しました。
　
結果、経営状態の指標となる、基本金組入前当年度収支差額は図書の除却242.7百万円があり、212.9百万円の赤字となりま
すが、経常収支差額は予算に対し3.0百万円増となりました。
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2017(平成29)年 4月 1日　から
2018(平成30)年 3月31日　まで
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科　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

科　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

学生・生徒・園児が納

める授業料や入学金等

の校納金収入のことで

す。事業活動収入の

69.5％を占めています。

国や地方公共団体等
からの助成金です。

教職員に支払う給与
等のことです。事業
活動収入の50.8％に
相当します。

学生・生徒・園

児の教育研究の

ために支出する

経費等です。

総務・人事・財務・

経理等の業務に要す

る経費、教職員の福

利厚生のための経費

等です。



受取利息・配当金 100,000 1,064,223 △ 964,223

その他の教育活動外収入 0 0 0

教育活動外収入計 100,000 1,064,223 △ 964,223

借入金等利息 1,300,000 4,634,656 △ 3,334,656

その他の教育活動外支出 4,420,000 5,692,232 △ 1,272,232

教育活動外支出計 5,720,000 10,326,888 △ 4,606,888

　　教育活動外収支差額 △ 5,620,000 △ 9,262,665 3,642,665

　　　　経常収支差額 7,164,421 10,165,987 △ 3,001,566

資産売却差額 22,015,832 22,015,833 △ 1

その他の特別収入 0 9,829,246 △ 9,829,246

特別収入計 22,015,832 31,845,079 △ 9,829,247

資産処分差額 12,209,000 254,903,125 △ 242,694,125

特別支出計 12,209,000 254,903,125 △ 242,694,125

　　　　特別収支差額 9,806,832 △ 223,058,046 232,864,878

16,971,253 △ 212,892,059 229,863,312

△ 82,000,000 △ 33,705,419 △ 48,294,581

△ 65,028,747 △ 246,597,478 181,568,731

△ 2,163,744,302 △ 2,163,744,302 0

368,676,356 446,977,127 △ 78,300,771

△ 1,860,096,693 △ 1,963,364,653 103,267,960

1,755,562,203 1,839,541,943 △ 83,979,740

1,738,590,950 2,052,434,002 △ 313,843,052

予　　　算 決　　　算 差　　　異
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科　　　目

翌年度繰越収支差額

差　　　異
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科　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

基本金組入前当年度収支差額

事業活動収入計

事業活動支出計

基本金組入額合計

当年度収支差額

前年度繰越収支差額

基本金取崩額

当年度の収支のバラ

ンスを見ることがで

きます。事業活動収

入の△11.6％に相当

します。


